
平成 30 年 5 月 31 日 
                      農中信託銀行株式会社 

 
個別財務諸表（平成 30 年 3 月期）の概要 

 
当社は、平成 7 年に農林中央金庫全額出資により設立されて以来、農林漁業系統組織を

基盤とする信託銀行として、お客様の信託ニーズに応えてまいりました。 

平成29年度は中期経営計画(平成28年度～平成30年度)の2年目として、「機動性と専門

性を兼ね備えた、求められる信託銀行へ」をテーマに、引き続き次の４つの取組方針に

沿った施策を展開しました。 
①金庫・系統に向け、質と量を伴った信託銀行機能を発揮 
②バランスのとれた収益基盤の整備、顧客に支持されるクオリティの追求 
③経営管理、社内制度の高度化 
④堅固な業務基盤、インフラ強化 

「金庫・系統に向け、質と量を伴った信託銀行機能を発揮」については、機関投資家

向けに資産運用・資金調達に関する多様な商品やサービスの提供に取組んだほか、JAバ

ンクの利用者向けに遺言信託の機能提供の拡大を推し進めました。 
「バランスのとれた収益基盤の整備、顧客に支持されるクオリティの追求」について

は、農林中央金庫グループの運用ノウハウを活用し、特色のある運用商品ラインナップ

の拡充に努めました。 
「経営管理、社内制度の高度化」については、業務効率化を取組課題に掲げ、業務ス

ピードと生産性向上に全社で取組んでおります。 
「堅固な業務基盤、インフラ強化」については、コンプライアンス態勢の強化やサイ

バー攻撃への予防・検知態勢の整備などを進めるとともに、当社システムを農林中央金

庫が保有する運用体制の整った電算センターに移設し、堅固なシステムインフラの構築

を行いました。 

これらの施策を展開した結果、平成29年度の業績は次のとおりとなりました。 

信託財産につきましては、投資信託が前期末比1,654億円増の2兆1,071億円、有価証券

の信託が同6,672億円減の7兆3,138億円、金銭信託以外の金銭の信託が同1,234億円減の

1兆8,275億円となったことなどから、平成29年度末残高は前期末比6,473億円減の12兆
351億円となりました。 

損益につきましては、信託報酬が前期比288百万円増の3,715百万円、役務取引等収益

が同44百万円増の811百万円となり、経常収益は同348百万円増の4,712百万円となりま

した。一方、経常費用は同143百万円増の3,482百万円となり、経常利益は同204百万円

増の1,229百万円、当期純利益は同144百万円増の859百万円となりました。 

平成30年3月末現在、遺言信託代理店については83のＪＡ・信農連、信託契約代理店に

ついては、13の信農連が参加しております。 

以 上 
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１ 平成 30 年 3 月期の業績（平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日） 
 
（1） 経営成績                          （百万円未満切捨て）          

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％   百万円 ％ 

30 年 3 月期 4,712 7.9 1,229 19.9 859 20.1 

29 年 3 月期 4,364 2.9 1,025 -2.6 715 3.7 

※経常収益，経常利益，当期純利益における％（パーセント）表示は，対前期増減率（小数点第１位未満切

捨て） 
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
中間純利益率 

経常収支率 

  円 銭 円 銭  ％  ％ 

30 年 3 月期 2,148 41   －   

29 年 3 月期 1,787 53   －   

 

（2） 財政状態 

総資産 純資産 
自己資本 
比率 

（注 1） 

1 株当たり 
純資産 

単体自己資本
比率（国内基準）

（注 2） 

 百万円  百万円 ％  円  銭 ％ 

30 年 3 月期 50,534 35,825 70.8 89,564 88 184.76 

29 年 3 月期 49,743 35,528 71.4 88,822 10 167.70 

（参考）自己資本 30 年 3 月期  35,825 百万円，29 年 3 月期 35,528 百万円 

（注 1）「自己資本比率」は，自己資本（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除し

て算出しております。 

（注 2）「単体自己資本比率（国内基準）」は，「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき，銀行がその保有する資

産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁

告示第 19 号）」に基づき算出しております。 

 
２ 配当の状況 

 

 １株当たり配当金 
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 
四半期末 期末 合計 

 

29 年 3 月期 

円 銭 

－ 

円 銭 

－ 

円 銭 

－ 

円 銭 

1,250 00 

円 銭 

1,250 00 

30 年 3 月期（予定） － － － 1,717 50 1,717 50 
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３ その他 

 
（1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  無 
② ①以外の会計方針の変更         無 

③ 会計上の見積りの変更          無 

④ 修正再表示               無 
    
（2） 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式含む）  

② 期末自己株式数 

③ 期中平均株式数 

 

 

30 年 3 月期 400 千株 29 年 3 月期 400 千株 

30 年 3 月期 －株 29 年 3 月期 －株 

30 年 3 月期 400 千株 29 年 3 月期 400 千株 
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第23期末（平成30年3月31日現在）貸借対照表 

（単位：百万円）

金  額 金  額

22,008        13,476        

預 け 金 22,008        730             

1 220             

25,242        359             

国 債 9,033          6

地 方 債 8,695          59               

社 債 2,997          79               

株 式 4,420          4

そ の 他 の 証 券 96               178             

1,433          241             

前 払 費 用 49               82               

未 収 収 益 1,336          14,708        

そ の 他 の 資 産 47               

219             20,000        

建 物 94               15,809        

その他の有形固定資産 124             740             

1,419          15,069        

ソ フ ト ウ ェ ア 1,416          繰 越 利 益 剰 余 金 15,069        

その他の無形固定資産 3 35,809        

209             16               

16               

35,825        

50,534        50,534        

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

未 払 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 金 利 子 税 等 預 り 金

科 目

（ 負 債 の 部 ）

信 託 勘 定 借

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

繰 延 税 金 資 産

科 目

そ の 他 資 産

無 形 固 定 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

金 銭 の 信 託

そ の 他 の 負 債

負債及び純資産の部合計

利 益 準 備 金

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 産 の 部 合 計

前 受 収 益

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

利 益 剰 余 金

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産
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（単位：百万円）

4,712          
3,715          

180             
175             

4                 
811             
811             

6                 
0                 
6                 

3,482          
0                 
0                 
0                 

299             
3                 

295             
3,178          

5                 
5                 

1,229          
2                 

2                 
1,226          

360             
7                 

367             
859             

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 損

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

そ の 他 の 経 常 収 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

金             額

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

科          目

有 価 証 券 利 息 配 当 金

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 の 支 払 利 息

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 役 務 費 用

借 用 金 利 息

資 金 調 達 費 用

預 け 金 利 息

経 常 利 益

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 経 常 費 用

営 業 経 費

 

第23期  
平成 29 年 4 月 1 日から   

損益計算書 平成 30 年 3 月31日まで   ( )
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第23期 株主資本等変動計算書 
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）  

 
 

（単位：百万円）

 株主資本  評価・換算差額等

 利益剰余金

 利益準備金
 その他利益

 剰余金

 繰越利益
 剰余金

    20,000         640     14,809     15,449     35,449           79           79     35,528

 剰余金の配当         100       600       500       500       500

 当期純利益         859          859         859         859

 株主資本以外の
 項目の当期変
 動額（純額）

        62         62         62

        100         259          359         359         62         62         297

    20,000         740     15,069     15,809     35,809           16           16     35,825

 当期首残高

 当期変動額

 当期変動額合計

 当期末残高

 純資産
 合計

 資本金
 株主資
 本合計

 その他
 有価証券

 評価差額金

   評価･

 換算差額

 等合計 利益剰余金
 合計
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  
 
重要な会計方針  
 
１ 有価証券の評価基準および評価方法 

 有価証券の評価は、子会社・子法人等株式および関連法人等株式については移動平均法

による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難

と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く。）ならびに平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備および構築物に

ついては定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 8 年～50 年  

その他 5 年～15 年  

 

（２）無形固定資産 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における要支給額に

相当する額を計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職

慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上して

おります。 

 

４ 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にか

かる控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 
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表示方法の変更 
 

  未払金および預金利子税等預り金の表示方法は、従来、貸借対照表上「その他の負債」

に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため当年度よりそれぞれ「未払金」およ

び「預金利子税等預り金」として表示しております。 

  なお、当事業年度と同様の方法により表示した場合の前事業年度における「未払金」は

45百万円、「預金利子税等預り金」は11百万円であります。 
 
 
注記事項 
 
（貸借対照表関係） 

１ 日本銀行当座預金決済にかかる当座借越取引の担保とした有価証券16,628百万円を差

し入れております。また、その他の資産のうち保証金は26百万円であります。 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計額           479百万円 

 

３ 関係会社に対する金銭債権総額              5,163百万円 

 

４ 関係会社に対する金銭債務総額                0百万円 
 
 

（損益計算書関係） 

１ 関係会社との取引による収益 

信託報酬   1,230百万円 

資金運用取引にかかる収益総額 2百万円  

その他の取引にかかる収益総額 70百万円 
 

関係会社との取引による費用 

役務取引等にかかる費用総額 16百万円 

その他の取引にかかる費用総額 221百万円  

 

２ 関連当事者との取引 

（１）親法人および法人主要株主等 

（単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 
議決権の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 
（注１） 

取引金額 
（注２） 

科 目 
期末残高 
（注２） 

親法人 農林中央金庫 
被所有 
100％  

信託取引の

受託等 

信託報酬 
受領 

1,230 
未収 
収益 

163 

事務所等 
賃借料支払 

204 － － 

農林債 
購入 

1,500 社債 2,997 

（注１）関連当事者との価格その他の取引条件については、一般取引条件を勘案し決定してお

ります。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。  
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（２）子会社および関連会社等 

（単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 
議決権の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

関連会社 
農林中金バリュ

ーインベストメ

ンツ株式会社 

所有 
27.75% 

投資助言取

引の委任等 
－ － 株式 240 

 

 

（３）兄弟会社等 

（単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 
議決権の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 
（注１） 

取引金額 
（注２） 

科 目 
期末残高 
（注２） 

同一の親

法人を持

つ会社 

農林中金全共連

アセットマネジ

メント株式会社 
－ 

投資助言取

引の受任等 

－ － 株式 3,000 

投資助言 
報酬等受領 

23 
未収 
収益 

17 

（注１）一般取引条件を勘案し決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。  

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

１ 発行済株式の種類および総数に関する事項 

（単位：千株） 

 当事業年度期

首株式数 
当事業年度増

加株式数 
当事業年度

減少株式数 
当事業年度末

株式数 
摘要 

発行済株式      

 
 

普通株式 400 － － 400  

合 計 400 － － 400  

 

２ 配当に関する事項 

（１）当事業年度中の配当金支払額 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

１株当た

り配当額 
基準日 効力発生日 

平成 29 年  
6 月 26 日  

定時株主総会 
普通株式 500 百万円  1,250 円  

平成 29 年  
3 月 31 日  

平成 29 年  
6 月 27 日  
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（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後

となるものとして以下を検討しております。 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

１株当た

り配当額 
基準日 効力発生日 

平成 30 年  
6 月 25 日  

定時株主総会 
普通株式 687 百万円  1,717 円  

平成 30 年  
3 月 31 日  

平成 30 年  
6 月 26 日  

 

 

（金融商品関係） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は信託主業の金融機関であり、貸出業務ならびに資金調達を実施しておりません。

運用面については自己資本勘定ならびに信託勘定借のみであり、保有する有価証券は国債、

地方債ならびに金融債が中心となっております。その他は日本銀行への預け金が主たるも

のとなっており、デリバティブ取引や外貨建ての取引は行っておりません。 

 

（２）金融商品の内容およびそのリスク 

当社の金融資産は、資本金運用としての国債、地方債、金融債等の有価証券および預け

金が中心となっており、有価証券については、主として「その他有価証券」として保有し

ております。これらには、発行体の信用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リス

クや流動性リスクがあります。また、金融負債として信託勘定の余資運用を行っている信

託勘定借があります。 

 

（３）金融商品にかかるリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社は｢リスクマネジメント基本方針｣のもと、信用リスクにかかる管理諸規定に従い、

リスク統括部が、信用リスクの特性を考慮し評価およびモニタリングを行い、リスク管理

会議でその結果を報告しております。具体的には、(a)与信先の信用格付、(b)シーリング

の設定・管理、(c)リスクキャピタルの使用状況のモニタリング等を実施しております。 

 

②市場リスクの管理 

（ⅰ）市場リスクの管理 

当社は｢リスクマネジメント基本方針｣のもと、市場リスクにかかる管理諸規定に従い、

リスク統括部がポートフォリオの状況等に関する分析・モニタリング・報告を行っており

ます。市場ポートフォリオのリスクテイクの上限は、エコノミックキャピタル管理および

規制資本管理によって規制されており、エコノミックキャピタル配賦枠超過時や規制資本

管理上のチェックポイント到達時においては、リスク管理会議における対応方針の協議を

経て、その対応策が取締役会で決定されることとなっております。 

 

（ⅱ）市場リスクにかかる定量的情報 

当社において主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、国

債、地方債、金融債です。これらの金融資産に関するVaRの算定にあたっては、ヒスト
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リカル・シミュレーション法（保有期間240日、信頼区間99.5％、観測期間750営業日）

を採用しております。平成30年3月31日現在、当社が保有する国債、地方債および金融債

の市場リスク量（損失額の推定値）は、全体で638百万円であります。なお、VaRは過去

の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、

市場環境が非常に大きく変化する状況下（いわゆるテールリスク）を想定して、ストレス

テストによる安全性分析を行っております。 

 

③資金調達にかかる流動性リスクの管理 

当社は資金調達をおこなっておらず、流動性リスクは限定的でありますが、リスク統括

部が流動性リスクのコントロール部署として、担保余力の把握等の日常的な資金繰り管理

を主体としつつ、｢流動性逼迫区分｣の切り替えや、流動性限度額規制の導入等を実施し

ております。 

  

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のと   

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、

次表には含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（１）現金預け金 22,008 22,008 － 

（２）金銭の信託 1 1 － 

（３）有価証券 20,821 20,821 － 

その他有価証券 20,821 20,821 － 

資 産 計  42,831 42,831 － 

（１）信託勘定借 13,476 13,476 － 

負 債 計  13,476 13,476 － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）現金預け金 

これらはすべて満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

 

（２）金銭の信託 

信託財産を構成している銀行勘定貸は、すべて満期のない預け金であり、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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（３）有価証券 

債券・投資信託は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっておりま

す。株式については、すべて時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式であ

るため時価開示の対象としておりません。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載

しております。 

 

負 債 

（１）信託勘定借 

信託勘定借については、信託勘定の余裕金または未運用元本を銀行勘定経由で運用を行う

場合の勘定であり、約定期間の定めはなく、要求払預金と同等であることから、決算日にお

いて返済を行う場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 
 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次の

とおりであり、金融商品の時価情報の「資産（２）有価証券」には含まれておりませ

ん。 

（単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

関連法人等株式  

非上場株式（＊） 240 

その他有価証券  

非上場株式（＊） 4,180 

合 計 4,420 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
1 年以内  

1 年超  
3 年以内  

3 年超  
5 年以内  

5 年超  
7 年以内  

7 年超  
10 年以内  

10 年超  

預け金 
（＊１）（＊２） 

22,008 － － － － － 

有価証券 
（＊２） 

4,000 5,096 11,700 － － － 

その他有価証券のう

ち満期があるもの 
4,000 5,096 11,700 － － － 

合 計 26,008 5,096 11,700 － － － 

（＊１）「預け金」はすべて満期のない要求払い預金であり、これらは、「１年以内」に含

めて開示しております。 

（＊２）「有価証券」のうち債券については元本金額，その他は帳簿価額を償還予定額とし

て開示しております。 
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（注４）社債、借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 
1 年以内  

1 年超  
3 年以内  

3 年超  
5 年以内  

5 年超  
7 年以内  

7 年超  
10 年以内  

10 年超  

信託勘定借(＊) 13,476 － － － － － 

合 計 13,476 － － － － － 

（＊）「信託勘定借」は「１年以内」に含めて開示しております。 

 

 

（有価証券関係） 

１ その他有価証券（平成30年3月31日現在）  

（単位：百万円） 

 
種 類 

貸借対照表 
計上額 

取得原価また

は償却原価 
差 額 

貸借対照表計上額が取

得原価または償却原価

を超えるもの 

債券 9,033 8,999 33 

国債 9,033 8,999 33 

小 計 9,033 8,999 33 

貸借対照表計上額が取

得原価または償却原価

を超えないもの 

債券 11,692 11,700 △7 

 地方債 8,695 8,700 △4 

社債 2,997 3,000 △2 

その他 96 98 △1 

その他 96 98 △1 

小 計 11,788 11,798 △9 

合 計 20,821 20,797 24 

 

 

（金銭の信託関係） 

１ その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有以外）（平成 30年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表

計上額 
取得原価 差 額 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

その他の金銭

の信託(＊) 
1 1 － － 1 

合 計 1 1 － － 1 

（＊）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
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（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおり

であります。 

繰延税金資産   

 賞与引当金 54 百万円 

退職給付引当金 73  

未払事業税 25  

減価償却損金算入限度超過額 26  

役員退職慰労引当金 25  

その他 11  

繰延税金資産合計 217  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 7  

繰延税金負債合計 7  

繰延税金資産の純額 209 百万円 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 89,564円88銭  

１株当たりの純利益金額 2,148円41銭  
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信 託 財 産 残 高 表 
（平成30年3月31日現在） 

 

（単位：百万円）

貸 出 金 330,701 指 定 金 銭 信 託 526

有 価 証 券 132,596 特 定 金 銭 信 託 14,725

信 託 受 益 権 3,246,009 年 金 信 託 29,259

受 託 有 価 証 券 5,218,979 投 資 信 託 2,107,111

金 銭 債 権 664,679 金 銭 信 託 以 外
の 金 銭 の 信 託

1,827,535

有 形 固 定 資 産 43,940 有 価 証 券 の 信 託 7,313,807

そ の 他 債 権 970 金 銭 債 権 の 信 託 697,241

銀 行 勘 定 貸 13,476 土 地 及 び そ の
定 着 物 の 信 託

44,910

現 金 預 け 金 2,383,764

12,035,118 12,035,118
(注）

１.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２.元本補てん契約のある信託については、取扱残高はありません。

合 計合 計

金 額金 額 負 債資 産
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比 較 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円）

平成30年
3月末

平成29年
3月末

比較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

（資産の部）

22,008              26,631               4,622            

1                       1                     －

25,242              20,230              5,012                

1,433                1,245                188                   

219                   271                    52                 

1,419                1,175                244                   

209                   189                   20                     

50,534              49,743              790                   

（負債の部）

13,476              12,965              510                   

730                   778                    48                 

178                   188                    10                 

241                   209                   31                     

82                     73                     9                       

14,708              14,215              493                   

（純資産の部）

20,000              20,000              －

15,809              15,449              359                   

740                    640                    100                    

15,069               14,809               259                    

繰越利益剰余金 15,069               14,809               259                    

35,809              35,449              359                   

16                     79                      62                 

16                     79                      62                 

35,825              35,528              297                   

50,534              49,743              790                   

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金

利益準備金

賞与引当金

退職給付引当金

その他負債

金銭の信託

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

その他利益剰余金

役員退職慰労引当金

負債の部合計

資本金

現金預け金

有価証券

科　　目

その他資産

有形固定資産

信託勘定借

無形固定資産

繰延税金資産

資産の部合計
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比 較 損 益 計 算 書 

 

（単位：百万円）

平成29年度 平成28年度 比較

（Ａ） （B） （Ａ）-（Ｂ）

4,712           4,364           348              

3,715            3,426            288               

180               165               15                 

175               163               11                 

4                   1                   3                   

811               766               44                 
811               766               44                 

6                   5                   0                   
0                   0                   0                   

6                   5                   0                   

3,482           3,339           143              

0                   0                    0

0                   0                   －

0                   0                    0

299               284               14                 

3                   3                   0                   

295               281               14                 

3,178            3,053            124               

5                   0                   4                   

5                   0                   4                   

1,229           1,025           204              

2                   0                   2                   

2                   0                   2                   

1,226           1,025           201              

360               384                24             

7                    74             81                 

367               310               57                 
859              715              144              

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 経 常 収 益

特 別 損 失

金 銭 の 信 託 運 用 益

役 務 取 引 等 費 用

科　目

経 常 費 用

預 け 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

役 務 取 引 等 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

借 用 金 利 息

信 託 報 酬

そ の 他 の 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

支 払 為 替 手 数 料

経 常 利 益

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 の 経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 の 支 払 利 息

そ の 他 経 常 費 用

当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 損

税 引 前 当 期 純 利 益
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比 較 信 託 財 産 残 高 表 
 

（単位：百万円）

平成30年
3月末

平成29年
3月末

比較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

330,701              384,335               53,634            

132,596              162,767               30,170            

3,246,009           3,175,171           70,838                

5,218,979           5,615,320            396,340          

664,679              654,081              10,597                

43,940                70,412                 26,471            

970                     1,191                   221                 

13,476                12,965                510                     

2,383,764           2,606,225            222,461          

12,035,118         12,682,471          647,353          

526                     467                     59                       

14,725                16,175                 1,449              

29,259                25,133                4,126                  

2,107,111           1,941,710           165,401              

1,827,535           1,951,001            123,466          

7,313,807           7,981,058            667,251          

697,241              695,166              2,075                  

44,910                71,759                 26,848            

12,035,118         12,682,471          647,353          

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸 出 金

有 価 証 券

資 産 合 計

金銭債権の信託

土 地 及 び そ の
定 着 物 の 信 託

投 資 信 託

科　目

受 託 有 価 証 券

指 定 金 銭 信 託

金 銭 債 権

有 形 固 定 資 産

銀 行 勘 定 貸

現 金 預 け 金

信 託 受 益 権

負 債 合 計

そ の 他 債 権

金 銭 信 託 以 外
の 金 銭 の 信 託

有価証券の信託

特 定 金 銭 信 託

年 金 信 託
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